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※ 題名の １１１１１１ 部分については、国等の見直しの影響がある部分。 

 

第１章 計画の概要（現行計画Ｐ２～６） 

「計画の趣旨」「計画の位置づけ」「計画の策定体制」「計画の期間」について、現状に即し

た見直しを行う。 

 

第２章 食を取り巻く現状と課題（現行計画Ｐ８～５６） 

１ 本市の食を取り巻く現状（現行計画Ｐ８～４９） 

「社会経済情勢の変化」「食生活と健康〔青年期・壮年期・高齢期〕」「子どもの食生活と

健康〔乳幼児期・学童期〕」「食の安全・安心」「農林水産業の状況」「食育の取組みと関

心」については、統計データが主の構成となっているため、「いわき市の人口」「健康いわ

き２１」等の最新データにより、統計データの修正等を行う。 

 

 ※ 必要に応じてコラム等の見直しを行う。 

 

２ 食育懇談会の開催（現行計画Ｐ５０～５１） 

   現計画については、策定時における食育懇談会の開催状況となっているため、策定後の

食育推進委員会等の開催状況等に修正を行う。 

 

   ※ 必要に応じてコラム等の見直しを行う。 

 

３ 食育推進にあたっての課題（現行計画Ｐ５２～５６） 

   国が見直し（新規追加）を行った、重点課題として「生涯にわたるライフステージに応じた

間断ない食育の推進」「生活習慣病の予防及び改善につながる食育の推進」「家庭にお

ける共食を通じた子どもへの食育の推進」を掲げているため、これらの重点課題を念頭に

本市の食育推進にあったての課題を整理する。 

 

※ 必要に応じてコラム等の見直しを行う。 

 

第３章 計画の基本方針（現行計画Ｐ５８～６２） 

本市の食育推進に際し、基本的な施策として、「家庭における食育の推進」「学校・保育所

等における食育の推進」等の５本柱、それに関わる施策の方向性に「望ましい食習慣の確

立」「妊産婦や乳幼児に対する食育の推進」（「家庭における食育の推進」関連）等を掲げて

いるが、国が見直しを行った、施策の方向性の見直しを念頭に本市の施策の方向性等につ

いて整理する。 

 

※ 必要に応じてコラム等の見直しを行う。 

資料３ 
市食育推進計画市食育推進計画市食育推進計画市食育推進計画のののの見直見直見直見直ししししについてについてについてについて    



第４章 施策の展開（現行計画Ｐ６４～１０４） 

国において、施策の方向の見直しを行ったため、「第３章 計画の基本方針 １ 計画の基

本理念」と同様、施策の展開の内容について整理する。 

 

※ 必要に応じてコラム等の見直しを行う。 

 

第５章 ライフステージに応じた食育の推進（現行計画Ｐ１０６～１１２） 

  国において、食育推進に際し、「周知」から「実践」に！をコンセプトとして掲げていることか

ら、「第２章 食を取り巻く現状と課題 ３ 食育推進にあたっての課題」と同様、重点課題

（「生涯にわたるライフステージに応じた間断ない食育の推進」「生活習慣病の予防及び改

善につながる食育の推進」「家庭における共食を通じた子どもへの食育の推進」）を念頭にラ

イフステージに応じた食育の推進の内容について整理する。 

 

第６章 計画の推進にあって（現行計画Ｐ１１４～１１８） 

 「食育推進体制」「関係者の役割」等について、現状に即した修正を行うとともに、計画の数

値目標については、国により実施された現状を加味した数値目標の修正・追加等を念頭に、

本市においても、実態に即したデータ収集などを実施した上で、見直しを行う。 

 

※ 必要に応じてコラム等の見直しを行う。 

 

○ 資料編等（現行計画Ｐ１２０～１３９） 

  現状に即した修正等を行う。 

 

  



いわきいわきいわきいわき市食育推進計画市食育推進計画市食育推進計画市食育推進計画見直見直見直見直ししししにににに係係係係るるるる国国国国・・・・県県県県のののの動向等動向等動向等動向等についてについてについてについて    

（（（（平成平成平成平成２１２１２１２１年年年年３３３３月策定月策定月策定月策定    現行計画期間現行計画期間現行計画期間現行計画期間：：：：平成平成平成平成２１２１２１２１年度年度年度年度からからからから２５２５２５２５年度年度年度年度）））） 

 

 

１ 国・県の動向について 

 (１) 概 要 

  ア 国の動向 

     平成１７年６月に「食育基本法」を制定し、食育についての基本理念や方向性を明らかに

し、国、地方公共団体及び国民の食育に関する取組みを推進することとした。 

     また、平成１８年３月には、「食育推進基本計画」（計画期間：平成１８年度から２２年度の５

年間）を策定し、食育の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図ることとしたと

ころである。 

     このような中、国においては、平成２３年３月３１日に食育推進会議（会長：内閣総理大臣）

において、「第２次食育推進基本計画」（計画期間：平成２３年度から２７年度の５年間）を決

定したところである。 

   イ 県の動向 

     平成１９年３月に、おいしくイキイキ食育プラン「福島県食育推進計画」（計画期間：平成１

９年度から２２年度の４年間）を策定し、食育に関する取組みを推進してきたが、新しい総

合計画の策定に合わせ、現行計画を１年前倒しで見直しを行い、実情に即した実行性の

ある計画とするため、平成２２年３月に「第２次食育推進計画」を改定したところである。 

 

(２) 計画変更の視点（※ 国の見直しによる） 

   ア 地方公共団体による食育推進計画の見直し等について 

(ア) 第２次食育推進基本計画の決定に伴う各都道府県・政令市・特別区における計画の見

直しに当たって、関係部局等との連携を十分に図るとともに、健康日本２１や都道府県及

び市町村の健康増進計画の内容及び動向も踏まえ、地域の特性に応じた計画の見直し

を行うこと。 

(イ) 今後の食育の推進に当たっては、単なる周知にとどまらず、「国民が自ら食育の推進

のための活動を実践することにより、食に関する理解を深め」、食をめぐる諸課題の解決

に資するように推進していくこと。（※ 単なる周知から実践へ！） 

   

イ 食育の推進に関する施策についての基本的な方針 

(ア) 重点課題 

ａ 生涯にわたるライフステージに応じた間断ない食育の推進 

ｂ 生活習慣病の予防及び改善につながる食育の推進 

ｃ 家庭における共食を通じた子どもへの食育の推進 

 

参考添付 



(イ) 基本的な取組方針 

ａ 国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成 

ｂ 食に関する感謝の念と理解 

ｃ 食育推進運動の展開 

ｄ 子どもの食育における保護者、教育関係者等の役割 

ｅ 食に関する体験活動と食育推進活動の実践 

ｆ 我が国の伝統的な食文化、環境と調和した生産等への配慮及び農山漁村の活性化と

食料自給率の向上への貢献 

ｇ 食品の安全性の確保等における食育の役割 

 

ウ 食育の推進に当たっての目標（※ 第１次食育推進計画からの見直し等） 

    基本計画においては、国民運動として食育を推進するにふさわしい定量的な目標値を主

要な項目について設定することとし、その達成が図られるよう基本計画に基づく取組を推

進するもの。（※ 本市における現行の目標値について別紙参照） 

   ⇒ 《 》内の表示は、第２次計画における項目・目標値の見直し状況等 

     ※ （無）：見直し無し （有）：見直し有り （新）：第２次計画より新規設定 

  

 (ア) 食育に関心を持っている国民の割合の増 《項目(無)，目標値(無)》 

    ・ 平成２２年度：９０％以上 ⇒ 平成２７年度：９０％以上 

 

  (イ) 朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の回数の増加 《項目(新)，目標値(新)》 

    ・ 平成２２年度：９回（現状値） ⇒ １０回以上 

 

  (ウ) 朝食を欠食する国民の割合の減少 《項目(無)，目標値(無)》 

    ・ 子ども（小学生） 平成１９年度：１.６％ ⇒ 平成２２年度：０％ ⇒ 平成２７年度：０％ 

    ・ ２０歳代及び３０歳代の男性 平成２２年度：１５％以下 ⇒ 平成２７年度：１５％以下 

 

  (エ) 学校給食における地場産物を使用する割合の増加 《項目(無)，目標値(無)》 

    ・ 平成１６年度：２１.２％ ⇒ 平成２２年度：３０％以上 ⇒ 平成２７年度：３０％以上 

 

  (オ) 栄養バランス等に配慮した食生活を送っている国民の割合の増 《項目(有)，目標値(無)》 

    （※ 旧：「食事バランスガイド」等を参考に食生活を送っている国民の割合の増加） 

・ 平成２２年度：６０％以上（旧項目目標値） ⇒ 平成２７年度：６０％以上（新項目目標値） 

 

  (カ) 内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）の予防や改善のための適切な食事、運動

等を継続的に実践している国民の割合の増 《項目(有)，目標値(有)》 

    （※ 旧：内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）を認知している国民の割合の増加） 

    ・ 平成２２年度：８０％以上（旧項目目標値）⇒平成２７年度：５０％以上（新項目目標値） 



  (キ) よく噛んで味わって食べるなどの食べ方に関心のある国民の割合の増加  

《項目(新)，目標値(新)》 

    ・ 平成２２年度：７０.２％（現状値） ⇒ 平成２７年度：８０％以上 

 

  (ク) 食育の推進に関わるボランティアの数の増加 《項目(無)，目標値(有)》 

    ・ 平成２１年度：３４.５万人（２３.２％ＵＰ）（現状値） ⇒ 平成２２年度：２０％ＵＰ 

⇒ 平成２７年度：３７万人以上 

 

  (ケ) 農林漁業体験を経験した国民の割合の増加 《項目(有)，目標値(有)》 

    （※ 旧：教育ファームの取組がなされている市町村の割合の増加） 

    ・ 平成２２年度：６０％（旧項目目標値）  

⇒ 平成２７年度：３０％以上（新項目目標値）（※ 現状値２７％） 

 

  (コ) 食品の安全性に関する基礎的な知識を持っている国民の割合の増加 

     《項目(無)，目標値(有)》 

    ・ 平成２２年度：６０％以上 ⇒ 平成２７年度：９０％以上 

 

  (サ) 推進計画を作成・実施している市町村の割合の増加 《項目(無)，目標値(有)》 

 ・ 平成２２年度：５０％以上 ⇒ 平成２７年度：１００％ 

 

２ 本市の状況について 

(１) 概 要 

   近年、社会を取り巻く環境がめまぐるしく変化し、人々のライフスタイルや価値観・ニーズが

多様化する中で、栄養バランスの偏った食事、不規則な食事の増加、肥満や糖尿病などの生

活習慣病の増加、過度の痩身志向などの問題に加え、BSE や食品の偽装表示に関する問題

の発生などによる「食」の安全性に対する不安の高まりなど、健全な食生活が失われつつあ

る。 

   このような中で、本市においては、行政のみならず、学校・地域・企業など食に関わる多様な

主体と相互に連携しながら、食育基本法及び本市食育推進計画を踏まえ、本市の食育を総合

的かつ計画的に推進していくもの。 

  ※ 食育基本法において、市町村は、食育推進計画を基本として、当該市町村の区域内にお

ける食育の推進に関する施策についての計画を作成するよう努めなければならないとさ

れている。 

  ※ 市町村は、市町村食育推進計画を作成し、または変更したときは、速やかに、その旨を公

表しなければならないとされている。 

  ※ 計画の実施にあたっては、上位計画である「新・いわき市総合計画」をはじめ、食育に関連

する各個別計画との整合・調整を図りつつ、本市の食育を着実に推進するための行動計

画とする。 



(２) 組 織 

平成２１年６月１日から食育推進委員会を設置（市食育推進懇談会については、平成２１年２

月１６日の市長提言を以って廃止。）し、本市の食育を総合的かつ計画的に推進しているとこ

ろである。 

また、庁内関係部署の緊密な連携のもと、食育推進施策の総合的かつ効果的な推進を図る

ため、食育庁内推進会議を平成２２年４月１日に設置したところである。 

※ 食育庁内推進会議の所掌事項に関する具体的事項について、調査、分析及び検討を

行うため、当該推進会議の下にワーキンググループを設置。 

 

(３) 本市計画策定の経過 

 「いわき市食育推進計画」の策定体制（計画策定時）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

いわき市食育推進懇談会 
 

（設置目的） 

 ・ 計画策定に必要な事項の審議 

 ・ 計画（案）を市長に提言 など 

提

言 

連

携 

《庁外検討組織》 

「食育座談会」 

（ワークショップ） 

パブリックコメント 

（市民意見募集） 

いわき市食育推進庁内連絡会議 

（設置目的） 

 ・ 計画原案についての検討 

 ・ 庁内における食育推進施策の総合的な調整 など 

いわき市食育推進 

ワーキンググループ会議 

（設置目的） 

 ・ 基礎資料の収集 

 ・ 計画原案の調査研究、作成 など 

《市民参画》 《庁内検討組織》 



保健所地域保健課　行き ＮＯ　　　　　

Fax：0246-27-8607

１　特に意見等なし

２　意見等について

(1)　見直し箇所
　　※　計画の頁等を記載

(2)　見直しの視点

(1)　見直し箇所
　　※　計画の頁等を記載

(2)　見直しの視点

(1)　見直し箇所
　　※　計画の頁等を記載

(2)　見直しの視点

３　現在の社会情勢等を見据えて特記すべき事項または、その他計画見直しに係る自由意見

※　回答に際し、必ず団体名等を記載ください。

※　平成２４年６月１５日（金）までに報告くださいますようお願いいたします。

※　意見等がない場合につきましても報告くださいますよう併せてお願いいたします。

市食育推進計画見直しに係る意見等について

《　意見等作成者等名：　団体等名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　氏名（　　　　　　　　　　　）　》
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2

3



保健所地域保健課　行き ＮＯ　　　　　

Fax：0246-27-8607

１　特に意見等なし

２　意見等について

(1)　見直し箇所
　　※　計画の頁等を記載

第１章　計画の概要
１　計画策定の趣旨（Ｐ２）

(2)　見直しの視点
　計画策定の趣旨について、現行に合わせた型で見直し
を行うべき。

(1)　見直し箇所
　　※　計画の頁等を記載

第２章　食を取り巻く現状と課題
１　本市の食を取り巻く現状（Ｐ８～）～

(2)　見直しの視点 　現状に合わせた型で、統計データを整理すべき。

(1)　見直し箇所
　　※　計画の頁等を記載

(2)　見直しの視点

３　現在の社会情勢等を見据えて特記すべき事項または、その他計画見直しに係る自由意見

※　回答に際し、必ず団体名等を記載ください。

※　平成２４年６月１５日（金）までに報告くださいますようお願いいたします。

※　意見等がない場合につきましても報告くださいますよう併せてお願いいたします。

市食育推進計画見直しに係る意見等について

《　意見等作成者等名：　団体等名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　氏名（　　　　　　　　　　　）　》

1

2

3

記載例




